
移動販売業務契約書(案) 

件名：移動販売車による食事等の提供業務 一式 

国立大学法人横浜国立大学（以下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」と

いう。）とは、令和６年１２月１７日付「横浜国立大学常盤台キャンパス移動販売事

業者の公募について」（以下「公募」という。）に基づき、次のとおり契約を締結す

る。 

（目的） 

第１条 甲は、常盤台キャンパスに通学、通勤する学生並びに教職員の福利厚生を増

進する目的を以て、移動販売車による食事等の提供業務（以下「本件業務」という。）

を乙に委託し、乙はこれを受託した。 

（乙の責務） 

第２条 乙は、本件業務の実施にあたり、関係法令を遵守するとともに、善良な管理 

者の注意をもって誠実にこれを履行し、甲の委託事業としての品位並びに秩序の保 

持に努める。 

２ 乙は、福利厚生の重要性を認識し、良質、廉価な食事の提供に最善の努力を払わ 

なければならない。 

３ 乙は、本件業務の実施により生じた乙及び本件業務に従事する者、若しくは出入 

業者等の関係者の責に起因する事項について一切の責任を負う。特に、保健衛生に

関しては万全を期するものとし、万一、利用者等との間で紛争が生じた場合には、

紛争の内容如何にかかわらず、乙の費用と責任において当該紛争を処理、解決する。 

４ 本件業務実施のために乙が行う商取引の一切は、乙自らの名義において行うもの 

とし、甲の名義を使用しない。 

５ 乙は、対外的に甲の信用を損い、若しくはその恐れのあることをしてはならない。 

（物件の利用） 

第３条 甲は、本件業務のため別紙のとおり土地（以下「 施設等」 という。）を無 

償にて乙の利用に供する。 

ただし、公租公課が発生した場合は、相当額を乙の負担とする。 

（施設等の管理） 

第４条 乙は、善良な管理者の注意をもって施設等を管理しなければならない。 

２ 乙は施設等の滅失、毀損を発見した時は、速やかにこれを甲に報告するとともに 

当該滅失、毀損が乙の責に帰すべき事由による場合には、甲に対し損害賠償、若し

くは原状回復の責任を負う。 

３ 乙は、施設等を変更若しくは新設しようとする場合、事前に文書による甲の承認 

を得なければならない。 

 

（施設等の監督） 



第５条 甲は、施設等について随時調査をすることができる。 

２ 乙は、上記調査に必要な報告を甲から求められた場合、これに応じなければなら 

ない。 

３ 甲は、施設等の維持管理に関し適宜必要な指示をすることができ、乙は当該指示 

に従うものとする。 

（営業時間等） 

第６条 本件業務は、１１時１５分から１５時まで（搬入、搬出時間に別途、１時間

程度）とし、休業日は、土・日・祝日・年末年始休業（１２月２９日～１月３日）

及びその他大学の行事等（入学試験、大学祭等）に基づく期間とする。（ただし、

祝日については、開講日となっている場合は出店日に含む。） 

２ サービス方法・販売価格等については、「公募」において提出された企画提案書 

等による。また、営業日時・サービス方法・販売価格等を変更する場合、乙は、事

前に甲の書面による承諾を受けなければならない。 

（衛生管埋等） 

第７条 乙は本件業務に従事する従業員の健康管理、就業並びに衛生管理等について 

関係法令を遵守する。また、異常が判明したときは遅滞なく甲に報告するとともに、

本件業務の実施に支障を来さないよう万全を期すものとする。 

（費用負担及び販売手数料） 

第８条 乙は、売上及び光熱水使用量を、毎月月末締めにて、翌月１０日までに甲へ 

報告するものとする。甲は適正な報告を受け、それを確認後、販売手数料を算出し、

光熱水費を含めて、乙に対し速やかに甲所定の請求書（電子押印）を発行するもの

とする。 

２ 乙は、請求書の発行日から起算して２０日以内に、甲の指定する銀行口座に、販

売手数料及び光熱水費を振り込むものとする。 

３ 販売手数料は、「公募」において提出された企画提案書により、売上の   ％ 

とし、毎月の請求額の算出にあたり、合計に円未満が発生したときは、それを切り

上げて請求するものとする。 

（対価の不発生） 

第９条 甲及び乙は、本件業務の実施に関し、本契約書に定める以外、名目の如何を 

問わず何らの金員も相手方に請求しない。 

（調査等） 

第１０条 甲は乙に対し、本件業務の運営について、必要が認められる都度、調査の 

実施、若しくは改善の指示をすることができ、乙はこれに従わなければならない。 

（契約期間） 

第１１条 契約期間は令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。 

 ただし、期間満了の日から３ヶ月前までに双方いずれから何ら意思表示がないと

きは更新することができる。 

（解除等） 



第１２条 甲又は乙が本契約に定める義務に違反した場合、その相手方は直ちに本契 

約を解除することができる。 

２ 甲若しくは乙が本契約に違反して相手方に損害が生じた場合、違反した当事者は、 

その損害を相手方に対して賠償する。 

（解約） 

第１３条 甲、乙いずれか一方が本契約を解約しようとする場合、その３ヶ月前まで 

に文書をもってその旨を相手方に通知し、本契約を解約することができる。 

（契約終了時） 

第１４条 第１１条ないし第１３条により本契約が終了した場合、乙は甲に対し、有 

益費償還請求、営業補償その他名目の如何にかかわらず、何らの請求もしない。 

２ 第１１条ないし第１３条により本契約が終了した場合、乙は、施設等を原状に回 

復して返還しなければならない。 

３ 前項の場合において、乙が原状回復の義務を履行しないときは、甲は乙の負担に 

おいてこれを行うことができる。その場合、乙は、施設等に残置した物品に関する

権利を放棄したものとみなす。 

（秘密保持） 

第１５条 甲並びに乙は、本契約に基づき入手した相手方若しくは利用者等の情報に 

ついて、第三者に対し一切漏洩してはならない。この義務は本契約終了後も存続す

る。 

（その他） 

第１６条 本契約に定めのない事項や本契約各条項の解釈に疑義が生じた場合には、 

その都度甲、乙誠実に協議の上、定めるものとする。 

 

上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙双方が記名押印のう

え、各自その１通を保有するものとする。 

 

令和７年 ３月  日 

 

甲 神奈川県横浜市保土ケ谷区常盤台７９番１号 

国立大学法人横浜国立大学 

学   長   梅  原    出 
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              ○○○○会社 

              代表取締役   ○  ○  ○  ○ 


